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        令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び 

資金不足比率審査意見書の提出について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

の規定により審査に付された、令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び公

営企業会計の資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書

類について審査した結果、別紙のとおり意見を提出します。 
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第第１１　　審審査査のの種種類類

第第２２　　審審査査のの対対象象

第第３３　　審審査査のの期期間間

第第４４　　審審査査のの方方法法

第第５５　　審審査査のの結結果果

第第６６　　審審査査のの概概要要

１１　　健健全全化化判判断断比比率率のの状状況況

（単位：％）

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「－」表示は赤字額がないことを示す。

早期健全化基準 財政再生基準

11.63

16.63

25.0

※健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、当該健全化判断比率を公表し
　た年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めなければならない。また、実質赤字比率、連結
　実質赤字比率、実質公債費比率のいずれかが財政再生基準以上である場合には、当該再生判断比
　率を公表した年度の末日までに、「財政再生計画」を定めなければならない。
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令和７年度

─

─

10.3

126.0

令和６年度

─

─

10.6

122.3

増減

─

─

△ 0.3

3.7

令令和和７７年年度度健健全全化化判判断断比比率率及及びび資資金金不不足足比比率率審審査査意意見見書書

　　令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率並びにそれらの
　算定の基礎となる事項を記載した書類

　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定に
　よる審査

　　令和８年７月３１日から令和８年８月１９日まで

　　市長から提出された健全化判断比率及び各公営企業会計の資金不足比率並びにそれらの算
　定の基礎となる事項を記載した書類が、関係法令の規定に沿って作成されているかなどに主
　眼を置き、証拠書類との照合を行うとともに、関係職員から説明を聴取するなどの方法によ
　り審査を実施した。

　　審査に付された令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの
　算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。

財 政 指 標

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将 来 負 担 比 率
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（単位：千円）

（単位：千円）

連 結 実 質 赤 字 比 率 ─ ─ ─

＝
連結実質赤字比率

〔 ─ 〕 標準財政規模　〔34,405,296千円〕

連結実質赤字額　〔 ─ 〕

連 結 実 質 収 支 額 5,363,353 5,801,529 △ 438,176

標 準 財 政 規 模 34,405,296 33,325,881 1,079,415

＊連結実質赤字額は、一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外
　の特別会計の実質収支額と公営企業の特別会計の資金の不足額と剰余額の合計がマイナス
　となった場合の額である。

　連結実質収支額は5,363,353千円の黒字となっており、連結実質赤字額が発生していないため、連
結実質赤字比率は計上されていない。

項　　目 令和７年度 令和６年度 差引増減額

　連結実質赤字比率とは、公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足
額）の、標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合には問題のある赤字会計が存在する
こととなり、赤字の早期解消を図る必要がある。

差引増減額

一般会計等実質収支額 1,143,647 1,681,672

⑴⑴　　実実質質赤赤字字比比率率のの状状況況

　実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字額の、標準財政規模（人口、面積等から算
定する当該団体の標準的な一般財源の規模）に対する比率であり、これが生じた場合には赤字の早
期解消を図る必要がある。

⑵⑵　　連連結結実実質質赤赤字字比比率率のの状状況況

　一般会計等の実質収支額は1,143,647千円の黒字となっており、実質赤字額が発生していないた
め、実質赤字比率は計上されていない。

実質赤字比率
〔 ─ 〕

＝
一般会計等実質赤字額　〔 ─ 〕

標準財政規模　〔34,405,296千円〕

＊一般会計等の実質赤字額は、一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計におけ
　る実質赤字の額である。

項　　目 令和７年度 令和６年度

実 質 赤 字 比 率 ─ ─ ─

△ 538,025

標 準 財 政 規 模 34,405,296 33,325,881 1,079,415
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（単位：％）

※比率は、小数第２位以下を切り捨てている。

（単位：千円）

2266,,994422,,885544 11,,006644,,996622

⑶⑶　　実実質質公公債債費費比比率率のの状状況況

　実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財政規模に対する比率であ
り、１８.０％以上となると起債の許可が必要となり、２５.０％以上となると一部の起債発行が制
限される。

元利償還金・準元利償還金に係る

基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 (D) 6,397,480 6,383,027

　実質公債費比率の計算要素は、次のとおりである。

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

11.2

実質公債費比率

≪参考≫
実質公債費比率（単年度）

分分  子子（（AA＋＋BB－－CC－－DD）） 22,,993355,,771100 33,,003311,,664499 △△  9955,,993399

標 準 財 政 規 模 (E) 34,405,296 33,325,881 1,079,415

10.6

特 定 財 源 (C) 986,942 788,914 198,028

＝
単年度

実質公債費比率
〔10.5％〕

元 利 償 還 金 (A)

＊地方債の元利償還金は繰上償還などの臨時的なものを除いており、準元利償還金は一般会
　計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てた
　と認められるものや債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの等をいう。

8,046,228 7,950,676 95,552

準 元 利 償 還 金 (B) 2,273,904 2,252,914 20,990

　令和７年度の実質公債費比率は１０.３％であり、前年度に比べて０.３ポイント低下（改善）
し、早期健全化基準（２５.０％）及び財政再生基準（３５.０％）を下回っている。
　なお、令和７年度単年度における実質公債費比率についても１０．５％となり、前年度に比べて
０.８ポイント低下（改善）している。

項　　目 令和７年度 令和６年度 差引増減額

　令和７年度単年度の実質公債費比率は次の算式のとおり算定されている。

令和７年度実質公債費比率
（３か年平均）

10.3

9.4 11.3 10.5

令和６年度実質公債費比率
（３か年平均）

(地方債の元利償還金＋準元利償還金) －
　(特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

〔(8,046,228千円＋2,273,904千円)－
　　　　　　 　　　(986,942千円＋6,397,480千円)〕

標準財政規模 －
 (元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

　　〔34,405,296千円－6,397,480千円〕

14,453

分分  母母（（EE－－DD）） 2288,,000077,,881166
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（単位：％）

※比率は、小数第２位以下を切り捨てている。

10.6 10.3

類 似 団 体 5.1

　実質公債費比率（３か年平均）の推移は、次のとおりである。

白 山 市 11.0 11.3 11.0

将来負担比率
〔126.0％〕

＝

将来負担額 － (充当可能基金額＋特定財源見込額
　　　　　　＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

   〔123,831,170千円－(8,550,853千円＋9,267,629千円
                                        ＋70,713,746千円)〕

標準財政規模 －
 (元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

   〔34,405,296千円－6,397,480千円〕

⑷⑷　　将将来来負負担担比比率率のの状状況況

5.2 5.2 5.3 ─

令和７年度区　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

　将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準財政規模に対する比率であ
り、これらの負債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すストック指標である。この比
率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う必要があることから、今後の財政運営が圧迫さ
れるなどの問題が生じる可能性が高くなる。

＊将来負担額は一般会計等の市債残高、債務負担行為に基づく支出予定額、特別会計・企業
　会計の借入金の元金償還に充てる一般会計からの繰入見込額、組合の借入金の元金償還に
　充てる負担等見込額、退職手当負担見込額及び設立法人の負債額等負担見込額等をいう。

11.0 11.3 11.0 10.6 10.3 

5.1 5.2 5.2 5.3 

0.4

2.4

4.4

6.4

8.4

10.4

12.4

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

実
質
公
債
費
比
率(

％)

白山市 類似団体

※類似団体とは、全国の市町村を人口と産業構造を基準に分類し、

同じ分類になった全国の市町村をいう。以下同じ。
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（単位：千円）

（単位：％）

　将来負担比率の計算要素は、次のとおりである。

2266,,994422,,885544分分  母母((CC－－DD)) 2288,,000077,,881166 11,,006644,,996622

標 準 財 政 規 模 (C) 34,405,296 33,325,881 1,079,415
元利償還金・準元利償還金に係る

基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 (D) 6,397,480 6,383,027 14,453

114.6 115.6 120.3 122.3 126.0

令和３年度 令和４年度 令和５年度

分分  子子((AA－－BB)) 3355,,229988,,994422 3322,,995544,,884466 22,,334444,,009966

差引増減額

将 来 負 担 額 (A) 123,831,170 119,990,965 3,840,205

充 当 可 能 財 源 等 (B) 88,532,228 87,036,119 1,496,109

白 山 市

類 似 団 体 4.1 0.0 0.0 0.4 ─

令和６年度 令和７年度

　将来負担比率は１２６．０％となり、早期健全化基準（３５０.０％）を下回っている。
　前年度に比べて３．７ポイント上昇（悪化）している。

項　　目 令和７年度 令和６年度

　将来負担比率の推移は、次のとおりである。

区　分

114.6 115.6 120.3 122.3 126.0 

4.1 0.0 0.0 0.4 
0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

将
来
負
担
比
率(

％)

白山市 類似団体
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２２　　資資金金不不足足比比率率のの状状況況

（単位：％）

（単位：千円）

増減

─

─

─

法
非
適
用
企
業

※法適用とは地方公営企業法の規定を全部又は一部適用する公営企業であり、法非適用とは
  法適用以外の公営企業をいう。

温 泉 事 業 特 別 会 計

資金の不足額 ─ ─ ─

事業の規模 4,302 4,624 △ 322

資金不足比率 ─ ─ ─

資金の不足額

工 業 団 地 造 成 事 業
特 別 会 計

資金の不足額 ─ ─ ─

事業の規模 1,835,964 2,048,418 △ 212,454

資金不足比率 ─ ─ ─

下 水 道 事 業 会 計

資金の不足額 ─ ─ ─

事業の規模 1,667,239 1,650,439 16,800

資金不足比率 ─ ─ ─

─ ─

事業の規模 154,542 155,203 △ 661

資金不足比率 ─ ─ ─

資金不足比率 ＝

差引増減額令和７年度 令和６年度項　　　目

資金の不足額

法
適
用
企
業

事業の規模

資金不足比率

水 道 事 業 会 計

─ ─ ─

1,291,711 1,258,052 33,659

─ ─ ─

事業の規模

工 業 用 水 道 事 業 会 計

資金の不足額 ─

※資金不足額を生じていない公営企業会計については、「－」を表記した。

温 泉 事 業 特 別 会 計 ─ ─

2200..00
工 業 団 地 造 成 事 業
特 別 会 計

─ ─

下 水 道 事 業 会 計 ─ ─

工業用水道事業会計 ─ ─

水 道 事 業 会 計 ─ ─

─

─

公営企業会計の名称 令和７年度 令和６年度 経営健全化基準

　資金不足比率は、各公営企業ごとの資金不足額の、事業の規模に対する比率であり、経営健全化
基準（２０.０％）以上の場合には、経営健全化計画を策定の上、計画的に経営の健全化を図ってい
かなければならない。

　５つの公営企業会計において資金の不足額が発生していないため、資金不足比率は計上されてい
ない。
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第第７７  審審査査意意見見  

 

１１  健健全全化化判判断断比比率率  
 

 実質公債費比率及び将来負担比率は早期健全化基準を下回っているが、前年度と比

較すると実質公債費比率は低下している一方、将来負担比率は上昇している。 

 実質公債費比率については、単年度の実質公債費比率についても低下し、前年度から

０.８ポイント低下（改善）している。これは、比率算定上の「分母」である標準財政規

模が増加したことによるものである。加えて、比率算定上の「分子」から控除できる充

当可能財源が増加しているため、「分子」が減少していることも低下の一因となっている。 

 将来負担比率の上昇（悪化）については、公立松任石川中央病院の建設に伴い、将来

負担額が大きく増加したことが要因である。病院建設は継続中であること、病院建設費

の償還は長期にわたるものであることから、今後はさらに上昇していくことが確実で

ある。 

 また、令和８年度を最後に交付税措置率が優遇されている過疎債の発行が認められ

なくなる。こうしたことから、過去に発行した交付税措置の面で有利な市債の償還が進

む一方で、財政面での有利さに劣る新発債の市債全体に占める割合が増していくこと

が予想される。 

 加えて、不確定要素が多い状況ではあるが、現下の金利上昇局面がこの先も継続する

こととなれば、今後の新発債については、その償還に伴う利払いの負担が、既発債より

も増加することが想定され、将来において財政を圧迫する要因となることが懸念され

る。 

 また、いずれの比率についても比較可能な令和６年度までの数値では、各年度とも類

似団体の平均値より著しく高い水準にあることから、施策の見直しや既存事業の取捨

選択及び整理再編が急務となっている。市債発行の抑制を図り、中長期的な視点から将

来の負担に十分に配意した財政運営に取り組まれたい。 

 

２２  資資金金不不足足比比率率  
 

 全ての公営企業会計において資金不足が生じていないため、資金不足比率は算出さ

れていない。 

 しかしながら、下水道事業会計においては当年度純損失が２億円を超えており、早急

に経営健全化の取組を図る必要がある。 

 その他の各会計においては、その設置目的に沿い、引き続き収入の確保に努めるとと

もに、経費の削減や業務の効率化を図り、安定的な事業運営に努められたい。 
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